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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端面から光を投光する投光部と、
　前記投光部に並設され、先端面で光を受光する受光部と、
　前記投光部および前記受光部のそれぞれの前記先端面の前方に、当該各先端面に対して
平行となるよう配置され、光を透過する保護部材と、を備え、
　前記投光部および前記受光部の前記先端面同士の間隔をｄ、前記投光部の前記先端面と
前記保護部材との間隔をＬ、前記投光部の開口数をＮＡ1 、前記受光部の開口数をＮＡ2 
と定義すれば、前記保護部材は、次の式
　　０＜Ｌ＜ｄ／（tanθ1 ＋tanθ2 ）
（但し、θ1 ＝sin-1 (ＮＡ1 )であり、θ2 ＝sin-1 (ＮＡ2 )であり、θ1 およびθ2 は
いずれも９０°未満である。）
を満たす位置に設けられ、
　前記受光部の前記先端面と前記保護部材との間隔は、前記間隔Ｌと等しいか、前記間隔
Ｌ未満となるよう設定されている、光学式膜厚測定装置。
【請求項２】
　薄膜が形成された試料を、前記投光部からの光が投光される位置に固定する試料固定部
材と、
　前記受光部で受光した光を電気信号に変換することにより、前記受光した光の光強度情
報を生成する光電変換器と、
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　前記光電変換器で生成された前記光強度情報から前記試料に形成された前記薄膜の膜厚
を算出する膜厚算出器と、
　記憶器と、を備え、
　前記膜厚算出器は、前記試料固定部材により前記試料が固定されていない状態で、前記
投光部から光が投光されているときには、前記光電変換器で生成された前記光強度情報を
、背景光強度情報として前記記憶器に記憶させるとともに、
　前記試料固定部材により前記試料が固定され、当該試料に対して前記投光部から光が投
光されているときには、前記光電変換器で生成された前記光強度情報から、前記記憶器に
記憶されている前記背景光強度情報を差し引いた補正光強度情報を生成し、当該補正光強
度情報から前記薄膜の膜厚を算出するよう構成されている、請求項１に記載の光学式膜厚
測定装置。
【請求項３】
　前記投光部および前記受光部が光ファイバーであり、前記保護部材がカバーガラスであ
る、請求項１又は２に記載の光学式膜厚測定装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の光学式膜厚測定装置を備えている、真空成膜装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、薄膜に照射した光の干渉による反射率の変化から膜厚を測定する光学式膜厚
測定装置と、これを備える真空成膜装置とに関し、特に、光を投光する部位および反射光
を受光する部位が互いに近接し、かつ、これら部位の前面に保護部材が設けられている光
学式膜厚測定装置と、これを備える真空成膜装置とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　基板上に各種の薄膜を形成する装置では、当該薄膜の膜厚を、各種の膜厚測定技術によ
り測定する。代表的な膜厚測定技術としては、測定対象物（試料）に対して照射された光
の干渉による反射率の変化から膜厚を決定する光学的手法が挙げられる。
【０００３】
　近年では、薄膜形成技術の進歩に伴い、より膜厚の薄い薄膜を形成することが可能とな
っているため、膜厚測定技術においても、より膜厚の薄い薄膜を精度良く測定することが
求められている。そこで、光学的手法による膜厚測定技術においては、従来から、反射光
に関する様々な基準値を予め設定し、この基準値と実際に測定された値（実測値）とを利
用して補正処理を行うことにより、測定精度を向上させる技術が知られている。
【０００４】
　例えば、特許文献１には、マイクロメーター以下の薄膜の測定において、予め、試料か
ら理想分光反射率を計算し、この理想分光反射率の極大点列を結ぶ曲線と、極小点列を結
ぶ曲線と、極大および極小の中間レベルの曲線とを計算し、実際の試料の分光反射率から
、その反射率の極大点列を結ぶ曲線と、極小点列を結ぶ曲線と、極大および極小の中間レ
ベルの曲線とを計算し、これら各曲線の関数から真の分光反射率を計算する技術が開示さ
れている。
【０００５】
　また、基板上の薄膜の膜厚を測定する技術ではないが、特許文献２には、シリコンウエ
ハの厚さを測定する技術として、基準ウエハおよび測定ウエハを透過した光の透過後スペ
クトルを測定し、透過前のスペクトルと、基準ウエハの透過後スペクトルと、測定ウエハ
の透過後スペクトルと基準ウエハの厚さとから仮の差吸光度スペクトルを複数求め、この
仮の差吸光度スペクトルにおいて、フォノン吸収に基づくピークが消えるときの厚みを、
測定ウエハの厚みとして測定する技術が開示されている。
【０００６】
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　ところで、光学的手法による膜厚測定技術においては、試料に光を投光する部位（投光
部）と反射光を受光する部位（受光部）とを近接させる構成の光学式膜厚測定装置が知ら
れている。このような構成であれば、投光部および受光部の設置面積が小さくなるため、
薄膜を形成する設備に対して測定装置を設置しやすくなり、例えばインラインでの膜厚の
測定に好ましく用いることができる。
【０００７】
　前記構成の光学式膜厚測定装置では、投光部および受光部の前側にカバーガラス等の保
護部材が設けられることが多い。これは、薄膜を形成する処理空間に投光部および受光部
が露出していると、投光部および受光部が汚れたり処理雰囲気により腐食したりする可能
性があるためである。
【０００８】
　例えば、特許文献３には、投光側光ファイバーの出射端と受光側光ファイバーの受光端
とが隣接して配置され、両光ファイバーの先端部の前方には、窓材が、投光される白色光
の光軸に対して傾斜させて配置されている構成の測定装置が開示されている。窓材の傾斜
角度αは、使用する光ファイバー固有の開口数により定まる照射光の広がり角Θか、分光
器の許容入射角のうちの、小さい方を基準として、それより大きな角度となるように設定
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開昭６２－１２７６０５号公報
【特許文献２】特開平８－１０５７１６号公報
【特許文献３】特開２００８－２６８０９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ここで、前記構成の光学式膜厚測定装置においては、投光部および受光部の前側に保護
部材が設けられると、保護部材に起因する迷光によって測定精度が低下するという問題が
生じる。すなわち、投光部および受光部の前側に保護部材が設けられると、投光部から投
光される光が保護部材の表面で反射し、受光部に迷光として入射する。このような迷光が
受光部で受光されると、検出される反射率に誤差が生じ、測定精度が低下する。
【００１１】
　特許文献３においては、前記のとおり、投光される白色光の光軸に対して窓材を傾斜さ
せ、窓材からの反射光を受光側光ファイバーに入射させない構成が開示されている。しか
しながら、本来は水平に配置すればよい窓材を敢えて傾斜させているため、窓材を傾斜固
定するための特別な部材や構成が必要となる。それゆえ、光学式膜厚測定装置の構成その
ものが複雑化することに加え、窓材（保護部材）の設置の自由度も低下する。
【００１２】
　また、迷光の影響を回避するためには、投光部および受光部のそれぞれに対して別個に
保護部材を設けることが考えられる。つまり、投光部には投光部専用の保護部材が設けら
れ、受光部には受光部専用の保護部材が設けられ、投光部専用の保護部材で生じた迷光が
受光部に入射しないように構成すればよい。ところが、この構成では、二つの保護部材が
必要になり、かつ、迷光の入射を防止する構成も別途必要になるので、部材点数が増加し
構成も複雑化する。しかも、投光部および受光部を近接させ過ぎると、二つの保護部材の
設置スペースが十分に確保できなくなるので、投光部および受光部の設置面積が小さくで
きるという利点が得難くなる。
【００１３】
　さらに、保護部材により生ずる迷光の影響は一様ではないので、特許文献１または２に
開示されるような、反射光に関する基準値を設定する補正処理のみでは、迷光の影響を十
分に抑制することはできない。
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【００１４】
　本発明はこのような課題を解決するためになされたものであって、光学式膜厚測定装置
において、投光部および受光部が近接し、かつ、これらの前側に保護部材が設けられてい
る構成を有しているときに、保護部材に起因する迷光の影響を有効に抑制し、測定精度を
向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明に係る光学式膜厚測定装置は、前記の課題を解決するために、先端面から光を投
光する投光部と、前記投光部に並設され、先端面で光を受光する受光部と、前記投光部お
よび前記受光部のそれぞれの前記先端面の前方に、当該各先端面に対して平行となるよう
配置され、光を透過する保護部材と、を備え、前記投光部および前記受光部の前記先端面
同士の間隔をｄ、前記投光部の前記先端面と前記保護部材との間隔をＬ、前記投光部の開
口数をＮＡ1 、前記受光部の開口数をＮＡ2 と定義すれば、前記保護部材は、次の式
　　０＜Ｌ＜ｄ／（tanθ1 ＋tanθ2 ）
（但し、θ1 ＝sin-1 (ＮＡ1 )であり、θ2 ＝sin-1 (ＮＡ2 )であり、θ1 およびθ2 は
いずれも９０°未満である。）
を満たす位置に設けられ、前記受光部の前記先端面と前記保護部材との間隔は、前記間隔
Ｌと等しいか、前記間隔Ｌ未満となるよう設定されている。
【００１６】
　前記構成によれば、投光部および受光部に対する保護部材の位置を、前記式を満たすよ
うな位置関係で設定することで、保護部材に起因する迷光の影響を有効に抑制することが
できる。それゆえ、光の干渉による反射率の変化を用いた膜厚測定の精度が向上する。
【００１７】
　前記光学式膜厚測定装置においては、前記構成に加えて、薄膜が形成された試料を、前
記投光部からの光が投光される位置に固定する試料固定部材と、前記受光部で受光した光
を電気信号に変換することにより、前記受光した光の光強度情報を生成する光電変換器と
、前記光電変換器で生成された前記光強度情報から前記試料に形成された前記薄膜の膜厚
を算出する膜厚算出器と、記憶器と、を備え、前記膜厚算出器は、前記試料固定部材によ
り前記試料が固定されていない状態で、前記投光部から光が投光されているときには、前
記光電変換器で生成された前記光強度情報を、背景光強度情報として前記記憶器に記憶さ
せるとともに、前記試料固定部材により前記試料が固定され、当該試料に対して前記投光
部から光が投光されているときには、前記光電変換器で生成された前記光強度情報から、
前記記憶器に記憶されている前記背景光強度情報を差し引いた補正光強度情報を生成し、
当該補正光強度情報から前記薄膜の膜厚を算出するよう構成されていることが好ましい。
【００１８】
　前記構成によれば、前記保護部材の位置を設定する構成に加えて、背景光の影響を低減
するデータ補正を行う構成を組み合わせることになる。これにより、保護部材に起因する
迷光の影響をより一層抑制することができる。
【００１９】
　前記光学式膜厚測定装置においては、前記構成に加えて、前記投光部および前記受光部
が光ファイバーであり、前記保護部材がカバーガラスであることが好ましい。
【００２０】
　また、本発明に係る真空成膜装置は、前記構成の光学式膜厚測定装置を備えている。
【発明の効果】
【００２１】
　以上のように、本発明によれば、光学式膜厚測定装置の構成が、投光部および受光部が
近接し、かつ、これらの前側に保護部材が設けられている構成であるときに、保護部材に
起因する迷光の影響を有効に抑制し、測定精度を向上させることができるという効果を奏
する。
【図面の簡単な説明】
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【００２２】
【図１】本発明の実施の形態１に係る光学式膜厚測定装置の概略構成の一例を示す模式図
である。
【図２】図１に示す光学式膜厚測定装置の投光部および受光部、並びにカバー部材の位置
関係を示す模式図である。
【図３】本発明の実施の形態２に係る光学式膜厚測定装置の概略構成の一例を示す模式図
である。
【図４】本発明の実施の形態３に係る真空成膜装置の概略構成の一例を示す模式図である
。
【図５】本発明の実施の形態１に係る光学式膜厚測定装置を用いて窒化ケイ素薄膜の光反
射スペクトルを測定した実施例１の結果を示す光スペクトルチャートである。
【図６】図５に示す実施例１に対する比較例１の結果を示す光スペクトルチャートである
。
【図７】図５に示す実施例１および図６に示す比較例１に対する参考例１の結果を示す光
スペクトルチャートである。
【図８】本発明の実施の形態１に係る光学式膜厚測定装置を用いて二酸化チタン薄膜の光
反射スペクトルを測定した実施例２の結果を示す光スペクトルチャートである。
【図９】図８に示す実施例２に対する比較例２の結果を示す光スペクトルチャートである
。
【図１０】図８に示す実施例２および図９に示す比較例２に対する参考例２の結果を示す
光スペクトルチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の好ましい実施の形態を、図面を参照しながら説明する。なお、以下では
全ての図を通じて同一又は相当する要素には同一の参照符号を付して、その重複する説明
を省略する。
【００２４】
　（実施の形態１）
　［光学式膜厚測定装置の構成］
　まず、本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置の構成について、図１および図２に基づ
いて説明する。図１は本発明の実施の形態１に係る測定装置の概略構成の一例を示す模式
図であり、図２は、図１に示す測定装置の投光部および受光部、並びにカバー部材の位置
関係を示す模式図である。
【００２５】
　本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置１０は、図１に示すように、光源１１、Ｙ型光
ファイバー１２、測定プローブ１３、カバーガラス１４、分光器１５、光電変換部１６、
試料固定部材１７、および解析部２１を備えている。試料固定部材１７は、測定対象物で
ある試料４０を固定しており、試料４０は、基板４１の表面に薄膜４２が形成されている
。
【００２６】
　光源１１は、膜厚を測定するために試料４０に対して投光される光（測定光）を発する
。光源１１の種類は特に限定されないが、測定光としては、一般的に白色光が用いられる
ので、本実施の形態では、タングステンハロゲンランプが光源１１として用いられる。あ
るいは、白熱電球またはキセノンランプ等も好適に用いられる。
【００２７】
　Ｙ型光ファイバー１２は、投光側光ファイバー１２ａと受光側光ファイバー１２ｂとが
、それぞれ一方の端部側で１本にまとめられ、途中で分岐して「Ｙ」字形状となるように
構成されている。投光側光ファイバー１２ａは、光源１１が発する測定光を測定プローブ
１３に伝達する投光側の導光部材である。測定プローブ１３からは測定光が試料４０に投
光され、当該測定光は、試料４０で反射され反射光として測定プローブ１３で受光される
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が、受光側光ファイバー１２ｂは、受光された反射光を分光器１５に伝達する受光側の導
光部材である。
【００２８】
　測定プローブ１３は、投光側光ファイバー１２ａから伝達された測定光を、試料４０に
向けて投光するとともに、試料４０からの反射光を受光する。より具体的には、例えば、
図２に示すように、投光側光ファイバー１２ａの先端が投光部１２１ａとなり、この投光
部１２１ａの先端面である投光面１２２ａから測定光が試料４０に向かって投光される。
また、受光側光ファイバー１２ｂの先端が受光部１２１ｂとなり、この受光部１２１ｂの
先端面である受光面１２２ｂで、試料４０からの反射光が受光される。投光部１２１ａお
よび受光部１２１ｂは、図２に示すように、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂが所定
の間隔ｄを形成するように、隣接して配置される。また、投光面１２２ａと受光面１２２
とは、実質的に１つの平面上に位置するように配置される。
【００２９】
　さらに、図２においては図示されないが、本実施の形態では、投光部１２１ａおよび受
光部１２１ｂは各種の保護部材および間隔保持部材によって、前記間隔ｄが維持された上
で、一つの測定プローブ１３としてまとめられている。この構成において、図２に部分的
に示すように、投光部１２１ａおよび受光部１２１ｂは、それぞれを構成する光ファイバ
ーの端面１２２ａ，１２２ｂが同一平面となるようにまとめられているが、同一平面にな
くてもよい。すなわち、測定プローブ１３においては、投光面１２２ａおよび受光面１２
２ｂが間隔ｄを確保するようにまとめられていればよく、測定プローブ１３の全体的な構
成は特に限定されない。
【００３０】
　カバーガラス１４は、測定プローブ１３の先端、すなわち、投光側光ファイバー１２ａ
の投光面１２２ａおよび受光側光ファイバー１２ｂの受光面１２２ｂを保護するために設
けられる板状の保護部材である。特に、半導体装置の製造時において、半導体基板上に各
種薄膜が形成される過程で、当該薄膜の膜厚をインラインで測定する場合には、薄膜を形
成する処理に伴って投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂが汚れたり傷ついたりするおそ
れがある。このような汚れ等は測定精度を低下させるため、カバーガラス１４は、投光面
１２２ａおよび受光面１２２ｂの汚れ等を防止する汚れ防止カバーとして設けられる。カ
バーガラス１４は、少なくとも、測定光である白色光を透過する材質で形成されていれば
よく、インラインでの膜厚測定に用いられる場合には、各種薄膜形成処理に耐え得る耐久
性を有していればよい。本実施の形態では、公知の光学用ガラスが用いられている。また
、カバーガラス１４のサイズも特に限定されず、本実施の形態では、投光面１２２ａおよ
び受光面１２２ｂを確実に覆うことができる程度の面積があればよい。なお、図２におい
ては、説明の便宜上、カバーガラス１４を断面で図示している。
【００３１】
　分光器１５は、本実施の形態では、受光側光ファイバー１２ｂにおいて、投光側光ファ
イバー１２ａとの分岐点から光電変換部１６までの間に介在され、受光した反射光が、光
電変換部１６に入力される前に、予め設定された所定の波長別に分光する。分光器１５と
しては、本実施の形態では、例えば回折格子が用いられるが、これに限定されず、試料４
０の種類や反射光として想定される光の波長域等の条件に応じて、適切な分光器を選択し
て用いることができる。
【００３２】
　光電変換部１６は、分光器１５で分光された反射光を電気信号に変換する。変換された
電気信号は、反射光の光強度情報として解析部２１に入力される　光電変換部１６の具体
的構成は特に限定されないが、本実施の形態では、電荷結合素子（ＣＣＤ）アレイが用い
られる。なお、本実施の形態では、図１に示すように、分光器１５と光電変換部１６とは
、受光側光ファイバー１２ｂを介して互いに分離しているが、これに限定されず、一体化
された光電変換ユニットとして構成されてもよい。
【００３３】
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　解析部２１は、光電変換部１６からの電気信号を解析して、薄膜４２の膜厚を算出する
。本実施の形態では、測定プローブ１３で受光された試料４０からの反射光は、前記のと
おり分光器１５で分光されて光電変換部１６に入力されることで、各波長別の光の干渉情
報として解析部２１に出力される。解析部２１では、この干渉情報に基づいて、試料４０
の薄膜４２の膜厚を解析する。解析部２１の具体的構成は特に限定されず、本実施の形態
では、パーソナルコンピュータが用いられる。解析部２１による膜厚の算出手法は特に限
定されず、公知の手法を用いることができる。例えば、光電変換部１６で生成された反射
光の光強度情報における強度分布波形から、理論上の分布波形と対比することで膜厚を算
出すればよい。なお、解析部２１としては、前記パーソナルコンピュータのような独立し
た解析装置ではなく、マイクロコンピュータが用いられ、光電変換ユニットと一体化され
る構成であってもよい。
【００３４】
　試料固定部材１７は、測定対象物である試料４０を、測定プローブ１３からの測定光が
投光される位置に固定するものであれば、その構成は特に限定されない。図１に示す例で
は、試料４０が、透光性の基板４１の表面に薄膜４２が形成されている構成であり、測定
光は基板４１の裏面から投光されるので、試料固定部材１７は、試料４０を周囲から固定
するような枠体となっている。なお、図１では、説明の便宜上、試料４０および試料固定
部材１７は断面で図示している。
【００３５】
　前記構成の光学式膜厚測定装置における膜厚の測定方法について説明する。まず、試料
４０を試料固定部材１７に固定する。測定プローブ１３およびカバーガラス１４は、図１
には図示されないが、いずれも後述する所定の位置関係で固定されて配置されているので
、光源１１を発光させ、投光側光ファイバー１２ａを介して測定プローブ１３の投光部か
ら試料４０に対して測定光を投光する。このとき、測定光は、大部分がカバーガラス１４
を透過するが、その一部は、後述するように、カバーガラス１４の測定プローブ１３側の
表面で反射して迷光となる。なお、迷光に関しては、投光部、受光部およびカバーガラス
の位置関係とともに説明する。
【００３６】
　カバーガラス１４を透過した測定光は、試料４０で反射されて反射光となり、カバーガ
ラス１４を透過して測定プローブ１３の受光部で受光される。受光された反射光は、受光
側光ファイバー１２ｂを介して分光器１５に達する。この反射光はさまざまな波長の光を
含む光反射スペクトルであるため、分光器１５で所定の波長別に分光され、光電変換部１
６に入射される。光電変換部１６では、波長別に光の強度を電気信号に変換し、光強度情
報として生成する。生成した光強度情報は解析部２１に入力され、解析部２１では、前記
のとおり、入力された光強度情報から薄膜４１の膜厚を算出する。
【００３７】
　［投光部、受光部、カバーガラスの位置関係］
　次に、本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置において、測定精度を向上するために、
投光部１２１ａおよび受光部１２１ｂ、並びにカバーガラス１４の位置関係を最適化する
構成について、図２に基づいて説明する。
【００３８】
　図２に示すように、本実施の形態では、投光部１２１ａおよび受光部１２１ｂは互いに
近接して配置されている。このような構成で、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂを１
枚のカバーガラス１４で保護しようとする場合、投光面１２２ａから投光される測定光の
一部が、カバーガラス１４の表面で反射され、さらに散乱することで迷光となる。この迷
光が受光面１２２ｂに入射すると、試料４０からの反射光以外の雑光を受光することにな
るので、測定精度が低下する。そこで、本実施の形態では、迷光の影響を低減するために
、測定プローブ１３の先端面からカバーガラス１４の表面までの距離を最適化する。
【００３９】
　具体的には、測定プローブ１３の先端面は投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂとなる
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ので、図２に示すように、カバーガラス１４はその表面が投光面１２２ａおよび受光面１
２２ｂ（換言すれば、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂを含む平面）に実質的に平行
になるように配置される。そして、これら投光面１２２ａとカバーガラス１４の表面との
間隔をＬと定めるとともに、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂの間隔をｄと定める。
その上で、前記間隔Ｌを、投光部１２１ａを構成する投光側光ファイバー１２ａの開口数
（ＮＡ値）と、受光部１２１ｂを構成する受光側光ファイバー１２ｂのＮＡ値と、前記間
隔ｄとに基づいて設定し、かつ、受光面１２２ｂとカバーガラス１４との間隔も、前記間
隔Ｌに設定する。
【００４０】
　まず、迷光の光路について見れば、投光部１２１ａの投光面１２２ａから測定光が出射
し、この測定光は、理想的にはカバーガラス１４を全て透過するが、現実には、その一部
がカバーガラス１４の表面で反射して、受光部１２１ｂの受光面１２２ｂに迷光として入
射する。このとき、迷光の発生源である、カバーガラス１４の表面における測定光の反射
部位は、投光面１２２ａと受光面１２２ｂとの間に対応する位置となる。
【００４１】
　ここで、投光側光ファイバー１２ａの開口数をＮＡ1 とすれば、θ1 はＮＡ1 の正弦逆
関数より求められる。すなわちθ1 ＝sin-1 ＮＡ1 である。この角度θ1 は、図２に示す
ように、投光面１２２ａの前側（カバーガラス１４または試料４０の側）に向かって、当
該投光面１２２ａから出射する測定光が広がる角度に対応する。また、受光側光ファイバ
ー１２ｂの開口数をＮＡ2 とし、ＮＡ2 の正弦逆関数より求められる角度をθ2 とすれば
（θ2 ＝sin-1 ＮＡ2 ）、受光面１２２ｂの前側から当該受光面１２２ｂに入射する迷光
を想定すると、角度θ2 は、当該想定光が前側から受光面１２２ｂに入射する限界の角度
に対応する（図２参照）。
【００４２】
　それゆえ、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂが同一平面上に含まれる構成、すなわ
ち、投光面１２２ａおよびカバーガラス１４の間隔、並びに、受光面１２２ｂおよびカバ
ーガラスの間隔が等しいとすれば、迷光が入射する状態では、投光面１２２ａと受光面１
２２ｂとの間隔ｄは、角度θ1 の正接tanθ1 と角度θ2 の正接tanθ2 との和に、投光面
１２２ａおよび受光面１２２ｂとカバーガラス１４との間隔Ｌを乗算した値に等しくなる
。したがって、迷光が入射しないのであれば、間隔ｄは、次の式（１）に示すような不等
式で表すことができる。
【００４３】
　　ｄ＜Ｌ（tanθ1 ＋tanθ2 ）　・・・　（１）
　ここで、本実施の形態では、投光部１２１ａおよび受光部１２１ｂは、測定プローブ１
３としてまとめられているので、事実上、間隔ｄは固定されていると見なすことができる
。したがって、迷光の入射を回避するためには、間隔Ｌが次の式（２）を満たすように、
カバーガラス１４を測定プローブ１３の先端面の前側に設置すればよい。これにより、カ
バーガラス１４からの迷光の影響を大幅に低減することができるため、測定精度を向上す
ることができる。
【００４４】
　　０＜Ｌ＜ｄ／（tanθ1 ＋tanθ2 ）　・・・　（２）
　なお、式（２）において、間隔Ｌの上限は前記式（１）から明らかであるが、間隔Ｌの
下限は、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂにカバーガラス１４を接触させず、必ず間
隔を設けなければならないことに基づく。
【００４５】
　［変形例］
　前述した図２に示す構成においては、投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂとカバーガ
ラス１４との間隔は、いずれも等しい構成となっているが、本発明は、これに限定されず
、受光面１２２ｂとカバーガラス１４との間隔は、投光面１２２ａとカバーガラス１４と
の間隔よりも短くてもよい。すなわち、投光面１２２ａとカバーガラス１４との間隔をＣ
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1 と定義し、受光面１２２ｂとカバーガラス１４との間隔をＣ2 と定義すれば、本発明に
おいては、次の式が成立するような位置関係とすることで、迷光の影響を有効に回避する
ことができる。
【００４６】
　　Ｌ＝Ｃ1 ＞Ｃ2 　・・・　（３）
　また、本実施の形態では、保護部材としてカバーガラス１４が用いられているが、本発
明はこれに限定されず、樹脂製のカバーが用いられてもよいし、その他の透光性材料から
形成される保護部材が用いられてもよい。すなわち、保護部材は、測定光を透過する材料
で形成されていればよい。
【００４７】
　また、本実施の形態では、投光側光ファイバー１２ａおよび受光側光ファイバー１２ｂ
は、本実施の形態では、いずれも１本の光ファイバーとして構成されているが、例えば複
数本の光ファイバーを束ねて保護部材を被覆した光ケーブルとして構成されてもよい。あ
るいは、例えば受光側光ファイバー１２ｂのみが光ケーブルに置き換えられるように構成
されてもよい。また、導光部材の具体的構成は、本実施の形態で用いられるＹ型光ファイ
バー１２に限定されない。例えば、投光側光ファイバー１２ａおよび受光側光ファイバー
１２ｂがそれぞれ１本ずつ独立した構成であってもよい。
【００４８】
　さらに、投光側光ファイバー１２ａの投光部１２１ａと、受光側光ファイバー１２ｂの
受光部１２１ｂとは、単一の測定プローブ１３として一体化されているが、これら投光部
１２１ａと受光部１２１ｂとがまとめられておらず、それぞれ分離していてもよい。この
場合、Ｙ型光ファイバー１２に代えて、それぞれ独立した投光側光ファイバー１２ａおよ
び受光側光ファイバー１２ｂが用いられることになる。さらに、投光部１２１ａと受光部
１２１ｂとがまとめられていない場合には、間隔Ｌではなく間隔ｄを調整することもでき
る。
【００４９】
　（実施の形態２）
　前記実施の形態１では、測定プローブ１３の先端部とカバーガラス１４との間に形成さ
れる間隔Ｌを調整することで、投光部１２１ａ、受光部１２１ｂ、およびカバーガラス１
４の位置関係を最適化していたが、本実施の形態では、この最適化に加えて、さらに、試
料４０が存在しない状態での光のスペクトルを、膜厚測定時の光のスペクトルから差し引
く構成を組み合わせることにより、迷光の影響を低減する。図３は、本実施の形態に係る
光学式膜厚測定装置１０ｂの概略構成の一例を示す模式図である、
　図３に示すように、本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置１０ｂは、基本的には、前
記実施の形態１に係る光学式膜厚測定装置１０ａと同じ構成であるが、解析部２１は、演
算部２２、Ｉ／Ｏ回路２３、および記憶部２４を備えている。
【００５０】
　演算部２２は、例えば、マイクロコンピュータのＣＰＵで構成され、解析部２１の動作
に関する各種の演算を行う。この演算には、光電変換部１６で生成した電気信号から試料
４０に形成された薄膜４２の膜厚を算出する演算が含まれる。したがって、光学式膜厚測
定装置１０ｂにおいては、演算部２２は膜厚算出器として機能する。Ｉ／Ｏ回路２３は、
演算部２２に接続され、光電変換部１６で生成された電気信号（光強度情報）を演算部２
２に入力する。なお、光学式膜厚測定装置１０ｂの具体的な構成に応じて、演算部２２か
ら光電変換部１６に対して制御信号が出力されるよう構成されてもよい。Ｉ／Ｏ回路３４
は、例えば、マイクロコンピュータのＩ／Ｏ入出力回路で構成される。
【００５１】
　記憶部２４は、解析部２１の動作に関する各種情報を記憶するものである。本実施の形
態では、記憶部２４には、光電変換部１６で生成された光強度情報が少なくとも記憶され
る。記憶部２４の具体的構成としては、例えば、マイクロコンピュータの内部メモリとし
て構成されてもよいし、独立したメモリとして構成されてもよい。また、記憶部２４は、



(10) JP 5216657 B2 2013.6.19

10

20

30

40

50

単一である必要はなく、複数の記憶装置（例えば、内部メモリと外付け型のハードディス
クドライブ）として構成されてもよい。
【００５２】
　本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置１０ｂでは、測定プローブ１３およびカバーガ
ラス１４の位置関係は、前記実施の形態１で説明したとおり、式（２）を満たすように、
投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂとカバーガラス１４との間隔Ｌが設定されるが、さ
らに、試料が存在しない状態での光強度情報を背景光強度情報として予め取得して記憶部
２４に記憶させ、その後、試料が存在する状態での光強度情報を取得し、この光強度情報
から背景光強度情報を差し引くことで、迷光の影響を低減させている。つまり、本実施の
形態では、前記間隔Ｌを好適な範囲に設定するとともに、検出された反射光から背景光を
差し引くデータ補正を行っている。
【００５３】
　具体的には、本実施の形態では、背景光検出段階とその後の実測段階との２段階で測定
が行われる。まず、背景光検出段階について説明する。
【００５４】
　背景光検出段階では、試料固定部材１７に試料４０が固定される前に、測定プローブ１
３の投光部１２１ａから、試料４０が固定される位置に測定光が投光される。この状態で
は、測定プローブ１３の受光部１２１ｂに試料４０からの反射光を受光することはないが
、カバーガラスやその周囲の部材により測定光が散乱することで散乱光が生じ、これが迷
光として受光部１２１ｂに入射する。この散乱光は、無視できる場合も多いが、膜厚が薄
い場合、あるいはより高い精度で膜厚を測定したい場合には、この散乱光が迷光として受
光されることは好ましくない。そこで、予め散乱光の光強度を検出しておく。
【００５５】
　受光部１２１ｂで散乱光を受光すれば、前述したとおり、分光器１５で所定の波長別に
分光され、光電変換部１６に入射される。光電変換部１６では、波長別に光の強度を電気
信号に変換し、光強度情報として生成する。この光強度情報は、Ｉ／Ｏ回路２３を介して
演算部２２に入力される。ここで、生成される光強度情報は、試料４０が存在しない状態
での散乱光についての光強度情報であるため、演算部２２は、この光強度情報から膜厚を
算出する演算を行わず、背景光強度情報として記憶部２４に記憶させる。これで背景光検
出段階が終了する。
【００５６】
　次に、実測段階について説明する。背景光検出段階が終了し、背景光強度情報が記憶部
２４に記憶された後に、試料固定部材１７に試料４０が固定されれば、改めて、測定プロ
ーブ１３の投光部１２１ａから試料４０に対して測定光が投光される。測定光は試料４０
で反射されて光反射スペクトルとして測定プローブ１３の受光部１２１ｂで受光される。
このとき、前記散乱光も、迷光として受光部１２１ｂで受光されているので、受光部１２
１ｂで実際に受光される光は、反射光および散乱光のスペクトルとなっている。なお、説
明の便宜上、実際に受光された前記光スペクトルを、実測光と称する。
【００５７】
　前記実測光は、前記と同様に分光器１５で分光され、光電変換部１６で所定の波長別に
光強度情報として生成され、演算部２２に入力される。入力された実測光の光強度情報に
は、膜厚測定に用いる反射光の光強度情報以外に、迷光である散乱光の光強度情報も含ま
れる。そこで、演算部２２は、まず、実測光の光強度情報から、記憶部２４に記憶されて
いる背景光強度情報を差し引いて補正光強度情報を生成し、その後、補正光強度情報から
薄膜４２の膜厚を算出する。このようなデータ補正を行うことにより、カバーガラス１４
からの反射光だけでなく散乱光の影響が抑制できるので、迷光が膜厚測定に与える影響が
より一層低減され、測定精度が向上する。
【００５８】
　なお、本実施の形態に係る光学式膜厚測定装置１０ｂにおいては、背景光検出段階が使
用者による手動で行われるよう構成されてもよいし、試料固定部材１７に試料４０が固定
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されているか否かを検知する試料センサ、制御部、表示部等を備えることで、背景光検出
段階が自動で行われるよう構成されてもよい。
【００５９】
　（実施の形態３）
　前記実施の形態１および２においては、光学式膜厚測定装置１０ａまたは１０ｂの要部
の構成のみについて説明したが、本実施の形態では、真空成膜装置のインラインでの膜厚
測定を行うために、光学式膜厚測定装置が真空成膜装置に含まれている構成について説明
する。図４は、本実施の形態に係る真空成膜装置の構成の一例を示す模式図である。
【００６０】
　図４に示すように、本実施の形態に係る真空成膜装置２０は、膜厚測定部１０ｃおよび
真空チャンバ１８を備え、さらに、膜厚測定部１０ｃが備える測定プローブ１３は、その
先端が真空チャンバ１８内の上方に挿入されている。真空チャンバ１８内の上方には、測
定プローブ１３の先端にカバーガラス１４が配置され、測定プローブ１３の先端から測定
光が投光可能な位置に試料固定部材１７が設けられ、試料４０が固定されている。また、
真空チャンバ１８内の下方には、試料４０の表面に形成される薄膜の原材料（成膜材料）
を蒸発させる蒸発源４３が配置されている。
【００６１】
　真空成膜装置２０の具体的構成は特に限定されず、真空チャンバ１８内で試料４０の表
面に薄膜を形成する構成であればよい。具体的には、例えば、物理的気相成長法（ＰＶＤ
）を用いる構成であってもよいし、化学的気相成長法（ＣＶＤ）を用いる構成であっても
よい。本実施の形態では、図４には詳細に図示されないが、真空成膜装置２０は、ＰＶＤ
の一種である、イオンプレーティング法を用いた構成となっている。具体的には、真空チ
ャンバ１８の下方に配置される蒸発源４３は、例えば、抵抗加熱により成膜材料を真空チ
ャンバ１８内に蒸発させる公知の構成となっている。蒸発源４３から蒸発した成膜材料は
、真空チャンバ１８内に形成された高周波電界によってプラズマ化され、このプラズマ化
した成膜材料による膜が試料４０に形成される。
【００６２】
　膜厚測定部１０ｃの具体的構成は、前述した光学式膜厚測定装置１０ａ（実施の形態１
）または光学式膜厚測定装置１０ｂ（実施の形態２）と同様の構成となっている。また、
本実施の形態では、測定プローブ１３は、真空チャンバ１８内に先端のみが挿入されてい
るが、これに限定されず、測定プローブ１３全体が真空チャンバ内に配置されてもよい。
【００６３】
　一般に、真空成膜装置においては、成膜の過程で、製品に形成されている薄膜の膜厚を
測定することが広く行われている。例えば、オフライン測定、すなわち、成膜の各工程で
製品を抜き取り、真空成膜装置が設置されている場所から離れたところ（例えば測定室）
まで運び、そこに設置される膜厚測定装置で膜厚を測定するということが行われている。
【００６４】
　ここで、測定した膜厚が許容範囲から外れていた場合には、成膜の諸条件を調整し、膜
厚を許容範囲内に収める必要がある。前記オフライン測定では、測定した膜厚情報を真空
成膜装置２０の運転にフィードバックするまでに時間を要することになる。また、前記オ
フライン測定では、抜き取りを行っていない製品に形成されている薄膜が、許容範囲に入
っているか否かの確認も行うことができないので、歩留まりを低下させるおそれもある。
それゆえ、真空成膜装置においては、インライン測定、すなわち、製品の製造ラインのう
ち、成膜中または成膜の直後に光学式膜厚測定装置を組み込むことで、製品の抜き取りを
行うことなく、理想的には全製品の膜厚を測定することが広く試みられている。
【００６５】
　前記真空成膜装置では、成膜の過程で、真空チャンバ内の空間に成膜材料の原料物質を
蒸発させている。そのため、インライン測定を行う光学式膜厚測定装置においては、受光
面に成膜材料が直接付着することを防止するため、カバーガラス等の保護部材を受光部の
前面に設けることが必須となる。ただし、保護部材を単に設けるだけでは、投光部からの
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測定光が保護部材の表面で反射し、迷光となって受光部に入射するため、測定精度が低下
する。
【００６６】
　これに対して、本実施の形態では、膜厚測定部１０ｃが真空成膜装置２０に含まれる構
成となっているので、成膜の過程で試料４０に形成された薄膜の膜厚をインラインで測定
することができる。しかも、前記実施の形態１で説明したように、カバーガラス１４と測
定プローブ１３の投光部および受光部の位置関係が、前記式（２）を満たすように設定さ
れている（図２参照）ため、カバーガラス１４の表面で生じる反射光が迷光となって測定
結果に影響を及ぼすことを抑制できる。さらに、前記実施の形態２で説明したように、背
景光強度情報を予め取得して、実測光の光強度情報から差し引いて補正光強度情報を生成
し、これから膜厚を算出することで、前記反射光だけでなく、散乱光が迷光となって測定
結果に影響を及ぼすことを抑制できる。
【００６７】
　（実施例）
　本発明について、実施例、比較例および参考例に基づいてより具体的に説明するが、本
発明はこれに限定されるものではない。当業者は本発明の範囲を逸脱することなく、種々
の変更、修正、および改変を行うことができる。なお、以下の実施例、比較例および参考
例における薄膜の「基準値」および「対照値」の測定は次のように行った。
【００６８】
　［基準値の測定］
　実施例、比較例または参考例で測定対象となる試料について、事前に、分光光度計（日
立製作所製、製品番号Ｕ－４１００）を用いて、当該試料に形成された薄膜の光反射スペ
クトルを測定した。この測定では、本発明に係る光学式膜厚測定装置を用いずに、市販の
分光光度計を用いて、前記薄膜の基準となる光反射スペクトルを測定することを目的とし
ているので、この測定結果を「基準値」と称する。
【００６９】
　［対照値の測定］
　まず、実施例、比較例または参考例で用いられる光学式膜厚測定装置において、カバー
ガラスを設けないもの（便宜上、カバー無し測定装置と称する。）を準備した。次に、カ
バー無し測定装置を用いて、実施例、比較例または参考例で測定対象となる試料について
、事前に、当該試料に形成された薄膜の光反射スペクトルを測定した。この測定では、カ
バーガラスを設置しない状態、すなわち迷光が発生しない状態で、前記薄膜の光反射スペ
クトルを測定し、カバーガラスを設置した状態での測定結果と比較対照し、カバーガラス
以外に測定装置の構成上、測定結果に与える影響を確認することを目的としているので、
この測定結果を「対照値」と称する。
【００７０】
　［実施例１］
　本実施例を含む以下の全ての実施例、比較例および参考例では、図１に示す構成の光学
式膜厚測定装置１０ａを用いた。まず、試料として、膜厚１０７ｎｍの窒化ケイ素（Ｓｉ
3Ｎ4 ）薄膜が形成されたテストガラスを準備し、前記のとおり、窒化ケイ素薄膜の基準
値を測定した。また、光学式膜厚測定装置１０ａにおいてカバーガラス１４を設けないカ
バー無し測定装置を準備し、前記のとおり、窒化ケイ素薄膜の対照値を測定した。
【００７１】
　次に、図１に示す構成の光学式膜厚測定装置１０ａを用いて窒化ケイ素薄膜の光反射ス
ペクトルを測定した。なお、本実施例で用いた光学式膜厚測定装置１０ａにおいては、投
光面１２２ａおよび受光面１２２ｂの間隔ｄ＝３ｍｍである。また、投光部１２１ａの開
口数ＮＡ1 ＝０．３であり、受光部１２１ｂの開口数ＮＡ2 ＝０．３であるので、θ1 ＝
１７．５°となり、θ2 ＝１７．５°となる。この条件で、測定プローブ１３の前面に設
置されたカバーガラス１４と投光面１２２ａおよび受光面１２２ｂと間隔Ｌについては、
前記式（２）を満たすように、Ｌ＝３ｍｍと設定した（図２参照）。この測定結果を「測
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定値」と称する。
【００７２】
　前記基準値、対照値および測定値の比較結果を図５に示す。図５において、横軸は、光
反射スペクトルの波長（ｎｍ）を示し、縦軸は、相対反射率（％）を示す。また、基準値
は実線で示し、対照値は点線で示し、測定値は破線で示した。なお、同様の結果を示す図
６ないし図１０においても、横軸および縦軸、並びに、基準値、対照値および測定値の表
示は、いずれも図５と同様である。
【００７３】
　図５に示すように、測定値は、基準値とほぼ重なっており、また、対照値も同様に基準
値とほぼ重なっていることから、前記間隔Ｌを、式（２）を満たすように好適な値に設定
することで、カバーガラス１４に起因する迷光の影響を有効に低減できることがわかる。
【００７４】
　［比較例１］
　前記実施例１において、配置したカバーガラス１４と投光面１２２ａおよび受光面１２
２ｂと間隔Ｌを、前記式（２）を満たさないように、Ｌ＝１０ｍｍと設定した以外は、当
該実施例１と同様にして、窒化ケイ素薄膜の測定値を測定し、基準値および対照値と比較
した。比較結果を図６に示す。
【００７５】
　図６に示すように、本比較例の測定値は、全体的に基準値および対照値を下回っている
。それゆえ、前記間隔Ｌを好適な値に設定しなければ、カバーガラス１４に起因する迷光
によって光反射スペクトルに大きなずれが生じていることがわかる。
【００７６】
　なお、前記実施例１で述べたように、対照値は基準値とほぼ重なっており、本比較例の
測定値が基準値および対照値からずれていることから、光学式膜厚測定装置１０ａは、そ
の構成上、カバーガラス１４を除いて、窒化ケイ素薄膜の光反射スペクトルの測定に対し
て悪影響を与えないことがわかる。
【００７７】
　［参考例１］
　前記比較例１において、前記実施の形態２で説明したデータ補正を行った以外は、当該
比較例１と同様にして、窒化ケイ素薄膜の測定値を測定し、基準値および対照値と比較し
た。比較結果を図７に示す。
【００７８】
　図７に示すように、本参考例の測定値は、全体的に基準値および対照値を下回っている
ものの、比較例１の測定結果を比較すれば、基準値と測定値との差分は小さいものとなっ
ている。このように、膜厚の測定に際して前記データ補正を行っただけは、ある程度の迷
光の低減効果は得られるものの、前記実施例１に示すような顕著な迷光の低減効果は得ら
れない。それゆえ、反射光に関する基準値を設定する補正処理のみでは、迷光の影響を十
分に抑制することはできないことがわかる。
【００７９】
　ただし、本参考例の結果から、前記データ補正単独でも、ある程度迷光の影響を低減で
きることがわかる。したがって、前記データ補正を間隔Ｌの設定と組み合わせることで、
迷光の影響をより一層低減することが期待される。
【００８０】
　［実施例２］
　試料として、膜厚２８０ｎｍの二酸化チタン薄膜が形成されているテストガラスを用い
た以外は、前記実施例１と同様にして、当該二酸化チタン薄膜の光反射スペクトルについ
て、基準値、対照値および測定値を測定した。これらの比較結果を図８に示す。
【００８１】
　図８に示すように、測定値は、基準値とほぼ重なっており、また、対照値も同様に基準
値とほぼ重なっていることから、前記間隔Ｌを好適な値に設定することで、カバーガラス
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１４に起因する迷光の影響を有効に低減できることがわかる。
【００８２】
　［比較例２］
　前記実施例２において、配置したカバーガラス１４と投光面１２２ａおよび受光面１２
２ｂと間隔Ｌを、前記比較例１と同様に、式（２）を満たさない値に設定した以外は、当
該実施例２と同様にして、二酸化チタン薄膜の測定値を測定し、基準値および対照値と比
較した。これらの比較結果を図９に示す。
【００８３】
　図９に示すように、本比較例の測定値は、光反射スペクトルにおける２箇所の極小値近
傍の波長域（約４７０ｎｍ～約４９０ｎｍの波長域と約６６０ｎｍ～約７００ｎｍの波長
域）では、基準値および対照値とほぼ重なっているものの、それ以外の波長域では、基準
値および対照値を下回っている。それゆえ、前記間隔Ｌを好適な値に設定しなければ、カ
バーガラス１４に起因する迷光によって光反射スペクトルに大きなずれが生じることがわ
かる。
【００８４】
　なお、前記実施例２で述べたように、対照値は基準値とほぼ重なっており、本比較例の
測定値が基準値および対照値からずれていることから、光学式膜厚測定装置１０ａは、そ
の構成上、カバーガラス１４を除いて、二酸化チタン薄膜の光反射スペクトルの測定に対
して悪影響を与えないことがわかる。
【００８５】
　［参考例２］
　前記比較例２において、前記実施の形態２で説明したデータ補正を行った以外は、当該
比較例２と同様にして、二酸化チタン薄膜の測定値を測定し、基準値および対照値と比較
した。比較結果を図１０に示す。
【００８６】
　図１０に示すように、本参考例の測定値は、前記比較例２と同様に、２箇所の極小値近
傍の波長域以外は、基準値および対照値を下回っているが、極大値（約５６０ｎｍ）近傍
の波長域では、比較例２よりも、基準値と測定値との差分は小さいものとなっている。こ
のように、膜厚の測定に際して前記データ補正を行っただけは、ある程度の迷光の低減効
果は得られるものの、前記実施例２に示すような顕著な迷光の低減効果は得られない。そ
れゆえ、反射光に関する基準値を設定する補正処理のみでは、迷光の影響を十分に抑制す
ることはできないことがわかる。
【００８７】
　ただし、本参考例の結果から、前記データ補正単独でも、ある程度迷光の影響を低減で
きることがわかる。したがって、前記データ補正を間隔Ｌの設定と組み合わせることで、
迷光の影響をより一層低減することが期待される。
【００８８】
　なお、本発明は前記各実施の形態や実施例等の記載に限定されるものではなく、特許請
求の範囲に示した範囲内で種々の変更が可能であり、異なる実施の形態または実施例や複
数の変形例にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて得られる実施の形態につ
いても本発明の技術的範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【００８９】
　本発明は、光学式膜厚測定装置の分野全般に好適に用いることができることに加え、例
えば、真空成膜装置の分野において、インラインの膜厚測定手段として好適に用いること
ができる。
【符号の説明】
【００９０】
１０ａ　光学式膜厚測定装置
１０ｂ　光学式膜厚測定装置
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１０ｃ　膜厚測定部（光学式膜厚測定装置）
１２　　Ｙ型光ファイバー
１３　　測定プローブ（プローブ）
１４　　カバーガラス（保護部材）
１６　　光電変換部（光電変換器）
１７　　試料固定部材
２０　　真空成膜装置
２１　　解析部
２２　　演算部（膜厚算出器）
２４　　記憶部（記憶器）
１２１ａ　投光部
１２１ｂ　受光部
１２２ａ　投光面
１２２ｂ　受光面

【図１】 【図２】
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